


第６章 模倣品の刑事対応 
第１節 概要

1． 関連法律 

模倣品の刑事対応とは、刑事法律に基づいて、刑事司法手続きにより、知

的財産権を深刻に侵害し、知的財産権犯罪を構成する模倣事件について、模倣

者の刑事責任を追及することです。 

模倣品の刑事対応は、刑法、刑事訴訟法、知的財産法などの法律の組

み合わせを通じて実現するが、主に、下記の法律法規を準拠法として実

施しています。 

 

法 令 発 行 機 関 執 行 時 間 

中華人民共和国刑法 全国人民代表大会 1997 年 10 月 1 日 

中華人民共和国刑事訴訟法 全国人民代表大会 1997 年 7 月 1 日 

「中華人民共和国刑事訴訟法」執行の若干

の問題に関する解釈 

最高裁判所 1998 年 9 月 8 日 

違法出版物刑事案件の審理の具体的法律

適用の若干問題に関する解釈 

最高裁判所 1998 年 12 月 11 日 

知的財産権侵害の刑事案件処理の法律の

具体的適用の若干の問題に関する解釈（以

下「解釈一」という）   

最高裁判所・最高人

民検察院 

 

2004 年 12 月 22 日 

知的財産権侵害の刑事案件の法律の具体

的適用の若干の問題に関する解釈（2）（以

下「解釈二」という） 

最高裁判所・最高人

民検察院 

2007 年 4 月 5 日 

公安機関が管轄する刑事事件の訴追基準

に関する規定（一）（以下「立件訴追基準

一」という） 

最高人民検察院・公

安部 

2008 年 6 月 25 日 

公安機関が管轄する刑事事件の訴追基準

に関する規定（二）（以下「立件訴追基準

二」という） 

最高人民検察院・公

安部 

2010 年 5 月 7 日 

説明 
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知的財産権侵害の刑事事件の法律適用の

若干の問題に関する意見 

最高裁判所・最高人

民検察院・公安部 

2011 年 1 月 10 日 

 

2． 知財権刑事訴訟の現状 

模倣品の刑事対応は、模倣品対応の最後保障として、模倣品事件で知財権刑

事訴訟による処罰と威嚇の機能の発揮が重要視されています。近年、知財権

侵害と粗悪品の製造販売に対する打撃と刑事による知財権保護を引き続き強

化しているとともに、知財権刑事訴訟の数量も下記のように増やしています。 

 

 

 

 

 

2011年、全国法院で新たに受理した第一審知財権刑事訴訟事件は 5707件で、

結審した事件は 5504 件でした。新たに受理した事件の中、知的財産権侵害

罪事件が 3134 件で、半分以上を占めています。また、知的財産権侵害罪事

件において、商標権侵害の件が 2417 件で、知的財産権侵害罪事件の約 77％を、全部知

財権刑事訴訟事件の約 44％を占めています。なお、結審された事件において、発行判

決に関わっている人数は 10055 人でしたが、そのうち 7892 人が刑事処罰を課されまし

た。 
  

説明 

説明 
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2010 ～ 2011「中国知識財産権保護状況 ( 国家知識産権戦略網 http://www.nipso.cn/bai.asp)」

2010 ～ 2011「中国知識財産権保護状況 ( 国家知識産権戦略網 http://www.nipso.cn/bai.asp)」

http://www.nipso.cn/bai.asp
http://www.nipso.cn/bai.asp


3.刑事案件の訴追基準 

(1)基本内容 

① 登録商標冒用罪 

定義 刑法第213条：登録商標権者の許諾を得ずに、同一種類の商品に登録商

標と同一の商標を使用する行為。 

訴追基準 

 

解釈一第1条1項、立件訴追基準二第69条：情状が重大な場合 

ア．不法経営額が5万元以上又は違法所得額が3万元以上の場合。 

イ．二種類以上の登録商標を冒用し、不法経営額が3万元以上又は違法

所得額が2万元以上の場合。 

ウ．その他情状が重大な場合。 

加重情状 解釈一第1条2項：情状が特に重大な場合 

ア．不法経営額が25万元以上又は違法所得額が15万元以上の場合。 

イ．二種類以上の登録商標を冒用し不法経営額が15万元以上又は違法所

得額が10万元以上の場合。 

ウ．その他情状が特に重大な場合。 
 
 
 

同一種類の 

商品 

意見第5 条1 項： 

① 名称が同一である商品 

（｢名称｣は、一般的に｢商標登録用の商品及びサービスの国際分類｣に

定める商品の名称を指す）。 

② 名称は異なるものの同一の物を指す商品 

（機能、用途、主要原料、消費対象、販売ルート等において同一又は

基本的に同一であり、同一種類の物として関連公衆に一般的に認め

られている商品を指す）。 

民事上、「類似の商品」での使用も商標権侵害となるが、 

刑事上、「類似の商品」での使用は、犯罪にならない。 
留 意 
 

概 念 説 明 
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留 意 
 

概 念 説 明 
 

同一の商標 解釈一第8 条1 項： 

冒用される登録商標と完全に同一又は冒用される登録商標と視覚上基

本的に差がなく、公衆に対して誤認を生じさせるに足る商標を指す。 

意見第6 条： 

① 登録商標の字体、大文字・小文字又は横・縦並びを変更したもので、

登録商標と僅かな違いしかない場合。 

② 登録商標の文字、アルファベット、数字等の間の距離を変更したも

ので、登録商標の顕著な特徴を表すことに支障をもたらさない場

合。 

③ 登録商標の色を変更した場合。 

④ 登録商標と視覚上基本的に差がなく、公衆に対して誤認を生じさせ

るに足りるその他の商標。 

  民事上、類似商標の無断使用も商標権侵害となるが、 

刑事上、同一商標の無断使用しか犯罪にならない。 

使用 解釈一第8 条2 項： 

登録商標又は冒用した登録商標を商品、商品の包装又は容器及び製品説

明書、商品取引文書に使用し、又は登録商標若しくは冒用した登録商標

を広告宣伝、展覧及びその他の商業活動等に用いる行為を指す。 

不法経営額 解釈一12 条： 

行為者が知的財産権侵害行為の過程において、製造、貯蔵、輸送、販売

した権利侵害製品の価値を指す。既に販売した権利侵害品の価値は実際

に販売した価格に基づいて計算され、製造、貯蔵、輸送及び販売されて

いない権利侵害製品の価値は、表示価格又は既に調査した権利侵害品の

実際の販売平均価格に基づいて計算される。権利侵害製品に表示価格が

なく又は実際の販売価格を調査できない場合は、被権利侵害製品の市場

の中間価格に基づいて計算される。 

数回にわたり知的財産権を侵害し､且つ、行政処罰または刑事処罰され

ていない行為について、不法経営金額､違法所得金額または販売金額の

累計に依って計算する。 

留 意 
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意見第7 条： 

製造、貯蔵、輸送され、及び販売されていない登録商標虚偽表示に当た

る侵害製品の金額算定の際、製作は完了しているが、登録商標虚偽表示

が付加（貼り付けも含む）されていない、又は完全には付加（貼り付け

も含む）されていない製品については、当該製品に他者の登録商標を虚

偽表示しようとすることが確実で十分な証拠により証明されれば、その

金額を不法経営額に計上する。 

 

② 登録商標冒用商品販売罪 

定義 刑法第214条：登録商標を冒用した商品であることを明らかに知りなが

ら販売する行為。 

訴追基準 解釈一第2条1項：金額が比較的大きい場合 

販売金額が5万元以上の場合。 

立件訴追基準二第70条： 

ア．販売金額が5万元以上である場合。  

イ．まだ販売されていないが、商品の価値額が15万元以上である場合。  

ウ．販売金額が5万元以下であるが、販売金額とまだ販売されていない

商品の価値額を合わせて15万元以上である場合。 

加重情状 解釈一第2条1項：金額がきわめて大きい場合 

販売金額が25万元以上の場合。  

 

 

 

 

 

 

販売金額 解釈一第9 条1 項： 

登録商標を冒用した商品を販売後に取得及び得られるべきすべての違

法収入を言います。 

概 念 説 明 
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登録商標を冒用した商品を販売後に取得及び得られるべきすべての違
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概 念 説 明 
 

明らかに知り

ながら 

解釈一第9 条2 項： 

ア．自己で販売する商品上の登録商標が改ざん、交換されるか又はカバ

ーされていることを知っている場合。 

イ．登録商標を冒用した商品を販売することにより行政処罰を受けたこ

とがあるか、又は民事責任を負わせたことがあり、再び同一種類の

登録商標を冒用した商品を販売する場合。  

ウ．商標登録者の授権文書を偽造し、改ざんするか、又は当該文書が偽

造され、改ざんされたものであることを知る場合。 

エ．その他に虚偽登録商標の商品状況を知るか、又は知るべき場合。  

 

③ 登録商標標識の不法製造販売罪 

定義 刑法第215条：他人の登録商標の標識を偽造し、無断で製造し、又は偽

造し、無断で製造した登録商標の標識を販売する行為。 

訴追基準 解釈一第3条1項、立件訴追基準二第71条：情状が重大な場合 

ア．偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の登録商標の標識

の数量が2 万件以上、又は不法経営額が5 万元以上若しくは違法所

得額が3 万元以上の場合。 

イ．偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の二種類以上の登

録商標の標識の数量が1 万件以上、又は不法経営額が3 万元以上若

しくは違法所得額が2 万元以上の場合。 

ウ．その他情状が重大な場合。 

加重情状 解釈一第3条2項：情状が特に重大な場合 

ア．偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の登録商標の標識

の数量が10万件以上、又は不法経営額が25 万元以上若しくは違法

所得額が15万元以上の場合。 

イ．偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の二種類以上の登

録商標の標識の数量が5万件以上、又は不法経営額が15万元以上若

しくは違法所得額が10元以上の場合。 

ウ．その他情状が特に重大な場合。 
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④ 特許冒用罪 

定義 刑法第216条：他人の特許を冒用する行為。 

訴追基準 解釈一第4条、立件訴追基準二第72条：情状が重大な場合 

ア．不法経営金額が20万元以上又は違法所得金額が10万元以上の場合。 

イ．特許権者に 50 万元以上の直接的な経済損失をもたらした場合。 

ウ．二つ以上の他人の特許を偽造し、不法経営金額が 10万元以上又 

は違法所得金額が5 万元以上の場合。  

エ．その他情状が重大な場合。 

 

 

 

他人の特許を

冒用する行為 

解釈一第10条： 

ア．許諾を得ず、製造又は販売する製品、製品の包装に他人の特許番号

を表記する場合。  

イ．許諾を得ず、広告又はその他の宣伝資料に他人の特許番号を使用し、

かかる技術が他人の特許技術であると誤認させる場合。  

ウ．許諾を得ず、契約書に他人の特許番号を使用し、契約に関連する技

術が他人の特許技術だと誤認させる場合。  

エ．他人の特許証書、特許文書又は特許出願文書を偽造又は変造する場

合。 

 

⑤ 著作権侵害罪 

定義 刑法第217条：営利目的で下記の状況に該当する著作権を侵害する行為

を行なうこと。 

ア．著作権者の許諾を得ずに、文字作品、音楽、映画、テレビ、録画作

品、コンピュータソフトウェアその他の著作物を複製発行した場

合。 

イ．他人が専有出版権を享有する図書を出版した場合。 

概 念 説 明 
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④ 特許冒用罪 

定義 刑法第216条：他人の特許を冒用する行為。 

訴追基準 解釈一第4条、立件訴追基準二第72条：情状が重大な場合 

ア．不法経営金額が20万元以上又は違法所得金額が10万元以上の場合。 

イ．特許権者に 50 万元以上の直接的な経済損失をもたらした場合。 

ウ．二つ以上の他人の特許を偽造し、不法経営金額が 10万元以上又 

は違法所得金額が5 万元以上の場合。  

エ．その他情状が重大な場合。 

 

 

 

他人の特許を

冒用する行為 

解釈一第10条： 

ア．許諾を得ず、製造又は販売する製品、製品の包装に他人の特許番号

を表記する場合。  

イ．許諾を得ず、広告又はその他の宣伝資料に他人の特許番号を使用し、

かかる技術が他人の特許技術であると誤認させる場合。  

ウ．許諾を得ず、契約書に他人の特許番号を使用し、契約に関連する技

術が他人の特許技術だと誤認させる場合。  

エ．他人の特許証書、特許文書又は特許出願文書を偽造又は変造する場

合。 

 

⑤ 著作権侵害罪 

定義 刑法第217条：営利目的で下記の状況に該当する著作権を侵害する行為

を行なうこと。 

ア．著作権者の許諾を得ずに、文字作品、音楽、映画、テレビ、録画作

品、コンピュータソフトウェアその他の著作物を複製発行した場

合。 

イ．他人が専有出版権を享有する図書を出版した場合。 

概 念 説 明 
 

ウ．録音録画制作者の許諾を得ずに、その者が製作した録音録画の著作

物を複製発行した場合（録音録画製作者の許諾を得ずに情報ネット

ワーク伝達を通して録音録画作品を複製発行する行為も含まれる。

－最高裁判所・最高人民検察院による「著作権侵害刑事事件におけ

る録音録画製品の関連問題に対する回答」）。 

エ．他人の署名を冒用した美術作品を制作し又は販売した場合。 

訴追基準 解釈一第5条1項、解釈二第1条、立件訴追基準一第26条、意見第13条第

1項： 

① 違法所得金額が比較的大きな場合：違法所得額が3 万元以上の場合 

② その他情状が重大である場合： 

ア．不法経営金額が5万元以上の場合。  

イ．著作権者の許諾を得ずに、文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画

作品、コンピュータソフトウェア、録音録画作品及びその他の著作

物を複製発行し、複製品の数量が合計500 枚（部）以上の場合。 

ウ．情報ネットワークを通じて、他人の文字作品、音楽、映画、テレビ、

美術、撮影、録画作品、録音録画製品、コンピューターソフトウェ

ア及びその他の作品を公衆に伝播し、且つ下記いずれかに該当する

場合。 

 不法経営額が5 万元以上である場合。 

 他人の作品を伝播した数が合計で500 件(部)以上である場合。 

 他人作品を伝播する実際のクリック数が5 万回以上である場合。 

 会員制方式により他人の作品を伝播し、登録会員数が1000 人以

上に達した場合。 

 金額又は数量は上記第1 号から第4 号までの基準に達していな

いものの、その中の二項目以上の基準の半分以上をそれぞれ達し

た場合。 

 その他情状が重大な場合。 

エ．その他情状が重大な場合。 

加重情状 解釈一第5条2項、解釈二第1条、意見第13 条2 項： 

205

第１節 概要



① 違法所得額が巨額の場合：違法所得額が15 万元以上の場合。 

② 情状が特に重大な場合： 

ア．不法経営額が25 万元以上の場合。 

イ．著作権者の許諾を得ずに、文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画

作品、コンピュータソフトウェア、録音録画作品及びその他の著作

物を複製発行し、複製品の数量が合計2,500 枚（部）以上の場合。 

ウ．情報ネットワーク上で他人の作品を伝播することに関する意見13 

条1 項に定める行為を行い、その金額又は数量が同項第1 号から第

5 号までの基準の5 倍以上に達した場合 

エ．その他情状が特に重大な場合。 

 

 

 

営利目的 解釈一第11条第1項、立件訴追基準一第26条、意見第10条： 

① 営利目的には、有料広告等の方法で直接的又は間接的に費用を徴収

する場合も含まれる。 

② 販売の場合を除き、下記のいずれかに該当する場合、｢営利を目的

とすること｣と判断することができる。 

ア．他人の作品の中に有料広告を掲載し、第三者の作品との抱き合わせ

などの方法により直接的又は間接的に費用を徴収すること。 

イ．情報ネットワークを通じて他人の作品を伝播し、又は他人がアップ

ロードした権利侵害作品を利用し、ウェブサイト若しくはウェブペ

ージで有料広告サービスを提供し、直接的又は間接的に費用を徴収

すること。 

ウ．会員制方法による情報ネットワークを通じて他人の作品を伝播し、

会員登録費その他の費用を徴収すること。 

エ．その他、他人の作品を利用して利益を図ること。 

著作権者の許

諾を得ず 

解釈一第11条第2項、立件訴追基準一第26条、意見第11条： 

著作権者の授権を得ていない場合又は著作権者の授権許諾文書を偽造

概 念 説 明 
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① 違法所得額が巨額の場合：違法所得額が15 万元以上の場合。 

② 情状が特に重大な場合： 

ア．不法経営額が25 万元以上の場合。 

イ．著作権者の許諾を得ずに、文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画

作品、コンピュータソフトウェア、録音録画作品及びその他の著作

物を複製発行し、複製品の数量が合計2,500 枚（部）以上の場合。 

ウ．情報ネットワーク上で他人の作品を伝播することに関する意見13 

条1 項に定める行為を行い、その金額又は数量が同項第1 号から第

5 号までの基準の5 倍以上に達した場合 

エ．その他情状が特に重大な場合。 

 

 

 

営利目的 解釈一第11条第1項、立件訴追基準一第26条、意見第10条： 

① 営利目的には、有料広告等の方法で直接的又は間接的に費用を徴収

する場合も含まれる。 

② 販売の場合を除き、下記のいずれかに該当する場合、｢営利を目的

とすること｣と判断することができる。 

ア．他人の作品の中に有料広告を掲載し、第三者の作品との抱き合わせ

などの方法により直接的又は間接的に費用を徴収すること。 

イ．情報ネットワークを通じて他人の作品を伝播し、又は他人がアップ

ロードした権利侵害作品を利用し、ウェブサイト若しくはウェブペ

ージで有料広告サービスを提供し、直接的又は間接的に費用を徴収

すること。 

ウ．会員制方法による情報ネットワークを通じて他人の作品を伝播し、

会員登録費その他の費用を徴収すること。 

エ．その他、他人の作品を利用して利益を図ること。 

著作権者の許

諾を得ず 

解釈一第11条第2項、立件訴追基準一第26条、意見第11条： 

著作権者の授権を得ていない場合又は著作権者の授権許諾文書を偽造

概 念 説 明 
 

 し、改ざんし、又は授権許諾範囲を逸脱している場合を指す。 

認定にあたっては、通常は著作権者又は著作権者が授権した代理人や著

作権の集団管理組織、国の著作権行政管理部門から指定された著作権認

証機構が発行する係争作品の著作権認証書類、若しくは出版者、複製発

行者がライセンス許諾書類を偽造、改ざんしていること、又はライセン

ス許諾の範囲を超えていることを証明している証拠に基づき、他の証拠

と合わせて総合的に認定するものとする。 

係争作品の種類が多くあり、権利者も分かれている事件では、前述のよ

うな証拠を個々に取得するのは確かに難しいが、係争複製物は不法出版

物、不法複製発行物であることを証明する証拠があり、そして出版者や

複製発行者も著作権者から許諾を得ている旨の証明資料を提供できな

い場合、「著作権者による許諾を得ていない」と認定することができる。

ただし、権利者が権利を放棄したり、係争作品の著作権はわが国の著作

権法から保護を受けないこと、又は著作権の保護期間を満了しているこ

とを証明する証拠がある場合は除外される。 

複製発行 解釈一第11条第3項、解釈二第2条、立件訴追基準一第26条、意見第11

条： 

① 複製販売には、複製、販売、又は複製し且つ販売を行う行為が含ま

れるが、情報ネットワークを通じて公衆に対し他人の文字著作物、

音楽・映画・テレビ・録画著作物、コンピュータソフトウェア、録

音録画作品及びその他著作物を伝播させる行為も含まれる。 

② ｢発行｣は、総発行、卸売り、小売り、情報ネットワーク通じた伝播

及びリース、展示即売する行為を含む。権利侵害製品の所持者が広

告、注文募集等の方式で権利侵害製品を売り込む行為も、｢発行｣

に該当する。 

③ 不法に他人の作品を出版、複製、発行し、犯罪を構成する場合は、

本条で処罰される。 
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⑥ 著作権侵害複製品販売罪 

定義 刑法第218条：営利を目的として、刑法第217 条に規定する複製品であ

ることを知りつつ販売し、違法所得額が巨額な場合。 

訴追基準 解釈一第6条、立件訴追基準一第27条： 

① 違法所得額が10万元以上の場合。 

② 違法所得額が上記基準に達していないが、未販売の侵害複製品の

価値額が30万元以上の場合。 

⑦ 商業秘密侵害罪 

定義 刑法第219条： 

① 下記に規定する商業秘密侵害行為のいずれかに該当する行為を行

うこと。 

ア．窃盗、利益誘導、脅迫その他の不正な手段を用いて、権利者の商業

秘密を取得すること。 

イ．前号の手段を用いて取得した権利者の商業秘密を開示し、使用し又

は他人に使用を許諾すること。 

ウ．契約に違反し又は権利者の商業秘密の保持に関する要求に反して、

自己が保有する商業秘密を開示し、使用し又は他人が使用すること

を許諾すること。 

② 前項の行為があったことを明らかに知り又は知り得べき状況下で、

他人の商業秘密を取得し使用し又は開示したこと。 

訴追基準 解釈一第7条第1項、立件訴追基準二第73条： 

権利者に重大な損害を与えた場合 

ア．権利者に与えた損害額が50万元以上の場合。 

イ．商業秘密侵害による違法所得金額が50万元以上である場合。 

ウ．権利侵害が原因で権利者が破産に至った場合。  

エ．その他、権利者に重大な損失を与えた場合。  

加重情状 解釈一第7条第2項： 

特に重大な結果を生じた場合：権利者に与えた損害額が250万元以上の

場合。 
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⑥ 著作権侵害複製品販売罪 

定義 刑法第218条：営利を目的として、刑法第217 条に規定する複製品であ

ることを知りつつ販売し、違法所得額が巨額な場合。 

訴追基準 解釈一第6条、立件訴追基準一第27条： 

① 違法所得額が10万元以上の場合。 

② 違法所得額が上記基準に達していないが、未販売の侵害複製品の

価値額が30万元以上の場合。 

⑦ 商業秘密侵害罪 

定義 刑法第219条： 

① 下記に規定する商業秘密侵害行為のいずれかに該当する行為を行

うこと。 

ア．窃盗、利益誘導、脅迫その他の不正な手段を用いて、権利者の商業

秘密を取得すること。 

イ．前号の手段を用いて取得した権利者の商業秘密を開示し、使用し又

は他人に使用を許諾すること。 

ウ．契約に違反し又は権利者の商業秘密の保持に関する要求に反して、

自己が保有する商業秘密を開示し、使用し又は他人が使用すること

を許諾すること。 

② 前項の行為があったことを明らかに知り又は知り得べき状況下で、

他人の商業秘密を取得し使用し又は開示したこと。 

訴追基準 解釈一第7条第1項、立件訴追基準二第73条： 

権利者に重大な損害を与えた場合 

ア．権利者に与えた損害額が50万元以上の場合。 

イ．商業秘密侵害による違法所得金額が50万元以上である場合。 

ウ．権利侵害が原因で権利者が破産に至った場合。  

エ．その他、権利者に重大な損失を与えた場合。  

加重情状 解釈一第7条第2項： 

特に重大な結果を生じた場合：権利者に与えた損害額が250万元以上の

場合。 

 

 

 

（営業秘密） 刑法第219条：公に知られておらず、権利者のために経済的利益をもた

らすことができ、実用性を有し、かつ、権利者が秘密保持措置を講じた

技術情報又は経営情報を指す。 

権利者 営業秘密の所有者及びその許諾を得て営業秘密を使用する者を指す。 

 

 

(2)補充内容 

単位犯罪につ

いて 

刑法第220条、解釈二第6条： 

単位（法人等）が刑法213 条から219 条の罪を犯した場合は、単位に

罰金を科し、その直接責任を負う主管者その他の直接責任者を各条の

規定により処罰する。 

また、罪状と刑罰を決める基準は、個人犯罪と同様である。 

罰金額につい

て 

解釈二第4条： 

違法所得、不法経営額、権利者に与えた損害、社会危害性等の事情を

考慮し、通常は違法所得の1 倍以上5 倍以下又は不法経営額の50％以

上1 倍以下で確定する。 

幇助罪につい

て 

 

解釈一第16条、意見第15条： 

他人が知的財産権侵害の犯罪を行っていることを知りつつ、資金、預

金口座、領収書、証明書、許可証書を提供し、若しくは生産、経営場

所を提供し、又は、輸送、貯蔵、輸出入代理等の便宜を図り、幇助し

た場合、共犯として処罰される。 

また、他人が知的財産権侵害の犯罪を行っていることを知りつつ、権

利侵害製品を生産、製造する主要原材料、補助材料、半製品、包装材

料、機会設備、付箋標識、生産技術、調剤を提供し、又はインターネ

ット開通、サーバー委託管理、ネット保存空間、通信伝送通路、費用

代理徴収、費用決算等のサービスを提供する者については、知的財産

概 念 説 明 
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権侵害罪の共犯として処罰される。 

常習者につい

て 

 

意見第14条第2項： 

二年以内に知的財産権侵害行為を多数回行い、行政処理を受けておら

ず、その累計額が犯罪の要件を満たす場合、犯罪として処罰される。 

罪の犯罪の競

合について 

解釈一第13条、14条、意見第16条： 

① 刑法第213条に規定される登録商標を虚偽表示し､且つ、当該虚偽

登録商標の商品を販売し､犯罪を構成する場合には､刑法第213条

の規定により､登録商標の虚偽表示罪として処罰する。  

② 刑法第213条に規定される虚偽登録商標の犯罪を実施し、且つ、他

人の虚偽登録商標の商品を知っていながら販売し､犯罪をなした

場合には､数罪併科に処する。 

③ 刑法第217条に規定される著作権侵害犯罪を実施し､且つ、当該権

利侵害複製品を販売し､犯罪をなした場合には､刑法第217条の規

定により､著作権侵害犯罪として処罰する。  

④ 刑法第217条に規定される著作権侵害犯罪を実施し､且つ、他人の

権利侵害複製品を知っていながら販売し､犯罪をなした場合に､

数罪併科を処する。  

⑤ 行為者が知的財産権侵害罪を犯すと同時に、模倣品・粗悪品の生

産・販売という犯罪を構成している場合、知的財産権侵害の犯罪

と偽劣製品生産販売罪の中でより重い処罰の規定に準拠して罪

を判定し処罰する。 
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権侵害罪の共犯として処罰される。 

常習者につい

て 

 

意見第14条第2項： 

二年以内に知的財産権侵害行為を多数回行い、行政処理を受けておら

ず、その累計額が犯罪の要件を満たす場合、犯罪として処罰される。 

罪の犯罪の競

合について 

解釈一第13条、14条、意見第16条： 

① 刑法第213条に規定される登録商標を虚偽表示し､且つ、当該虚偽

登録商標の商品を販売し､犯罪を構成する場合には､刑法第213条

の規定により､登録商標の虚偽表示罪として処罰する。  

② 刑法第213条に規定される虚偽登録商標の犯罪を実施し、且つ、他

人の虚偽登録商標の商品を知っていながら販売し､犯罪をなした

場合には､数罪併科に処する。 

③ 刑法第217条に規定される著作権侵害犯罪を実施し､且つ、当該権

利侵害複製品を販売し､犯罪をなした場合には､刑法第217条の規

定により､著作権侵害犯罪として処罰する。  

④ 刑法第217条に規定される著作権侵害犯罪を実施し､且つ、他人の

権利侵害複製品を知っていながら販売し､犯罪をなした場合に､

数罪併科を処する。  

⑤ 行為者が知的財産権侵害罪を犯すと同時に、模倣品・粗悪品の生

産・販売という犯罪を構成している場合、知的財産権侵害の犯罪

と偽劣製品生産販売罪の中でより重い処罰の規定に準拠して罪

を判定し処罰する。 
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4.刑事罰の種類及び内容 

（1）概要 

刑事罰とは、犯罪に対する法的効果として、国家によって犯罪をおかした

者に科せられる一定の法益の剥奪を言います。中国の刑事罰には、下記の種類

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)具体内容 

登録商標 

冒用罪 

ア．情状が重大な場合：3 年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を

併科又は単科する。 

イ．情状が特に重大な場合、3 年以上7 年以下の有期懲役に処し、罰

金を併科する。 

登録商標 

冒用商品 

販売罪 

 

ア．販売額が比較的大きい場合：3 年以下の有期懲役又は拘留に処し、

罰金を併科又は単科する。 

イ．販売額が巨額である場合：3 年以上7 年以下の有期懲役に処し、

罰金を併科する。 

① 未遂として処罰（意見8条1項） 

ア．まだ販売されておらず、商品価値額が15万元以上である場合。  

イ．一部が販売されており、販売された分の金額が5万元未満だが、

まだ販売していない商品価値額との合計額が15万元以上である

場合。 

付加刑 

罰金 没収 政治権

利剥奪 
 

国外 
退去 

主刑 

管制 拘留 有期 
懲役 

無期 
懲役 

 

死刑 
 

刑事罰の種類 

留 意 
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② 法定刑の幅に準拠して処罰（意見第8条2項） 

ア．販売されておらず、商品価値額が15万元以上25万元未満である 

場合。 

イ．販売されておらず、商品価値額が25万元以上である場合。  

③ 情を斟酌して重罰（意見第8条3項） 

ア．販売額と未販売分商品金額がそれぞれ異なる法定刑の幅、若しく

はいずれも同一法定刑の幅に達した場合は、より重い処罰の法定

刑又は同一の法定刑の幅に準拠し、事情を斟酌して重罰を加え

る。  

登録商標標識

の不法製造販

売罪 

ア．情状が重大な場合:3年以下の有期懲役、拘留又は管制に処し、罰

金を併科又は単科する。 

イ．情状が特に重大な場合：3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金

を併科する。  

 未遂として処罰（意見9条） 

ア．まだ販売していない、他人が偽造、無断製造した登録商標標識の

数量が6万件以上である場合。  

イ．まだ販売していない、他人が偽造、無断製造した二種類以上の登

録商標標識の数量が3万件以上である場合。  

ウ．他人が偽造、無断製造した登録商標標識を一部販売しており、そ

の販売標識の数量が2万件未満であるが、まだ販売していない標

識の数量と合わせた合計数量が6万件以上である場合。  

エ．他人が偽造、無断製造した二種類以上の登録商標標識を一部販売

しており、その販売標識の数量が1万件に達していないものの、

まだ販売していない標識の数量と合わせるとその合計数量が3万

件以上である場合。  

特許冒用罪 3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又は単科する。 

著作権侵害罪 ア．違法所得金額が比較的大きな場合又はその他情状が重大である場

合：3 年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又単科する。 

イ．違法所得金額が巨額である場合又はその他の情状が特に重大であ

留 意 
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② 法定刑の幅に準拠して処罰（意見第8条2項） 

ア．販売されておらず、商品価値額が15万元以上25万元未満である 

場合。 

イ．販売されておらず、商品価値額が25万元以上である場合。  

③ 情を斟酌して重罰（意見第8条3項） 

ア．販売額と未販売分商品金額がそれぞれ異なる法定刑の幅、若しく

はいずれも同一法定刑の幅に達した場合は、より重い処罰の法定

刑又は同一の法定刑の幅に準拠し、事情を斟酌して重罰を加え

る。  

登録商標標識

の不法製造販

売罪 

ア．情状が重大な場合:3年以下の有期懲役、拘留又は管制に処し、罰

金を併科又は単科する。 

イ．情状が特に重大な場合：3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金

を併科する。  

 未遂として処罰（意見9条） 

ア．まだ販売していない、他人が偽造、無断製造した登録商標標識の

数量が6万件以上である場合。  

イ．まだ販売していない、他人が偽造、無断製造した二種類以上の登

録商標標識の数量が3万件以上である場合。  

ウ．他人が偽造、無断製造した登録商標標識を一部販売しており、そ

の販売標識の数量が2万件未満であるが、まだ販売していない標

識の数量と合わせた合計数量が6万件以上である場合。  

エ．他人が偽造、無断製造した二種類以上の登録商標標識を一部販売

しており、その販売標識の数量が1万件に達していないものの、

まだ販売していない標識の数量と合わせるとその合計数量が3万

件以上である場合。  

特許冒用罪 3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又は単科する。 

著作権侵害罪 ア．違法所得金額が比較的大きな場合又はその他情状が重大である場

合：3 年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又単科する。 

イ．違法所得金額が巨額である場合又はその他の情状が特に重大であ

留 意 
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る場合：3 年以上7 年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 

著作権侵害複

製品販売罪 

3 年以下の有期懲役又は拘留、罰金を併科又は単科する。 

 

商業秘密 

侵害罪 

ア．商業秘密の権利者に重大な損害を与えた場合：3 年以下の有期懲

役又は拘留、罰金を併科又は単科する。 

イ．特に重大な結果を生じた場合：3 年以上7 年以下の有期懲役及び

罰金を併科する。 

 

 

5.主管機関 

（1）捜査機関:公安局（警察） 

刑事訴訟法の関連規定によれば、法律により別途に規定されていない限

り、公安局が刑事事件の捜査を行ないます。知財権侵害事件の捜査も、公

安局が行ないます。 

したがって、知財権犯罪の被害を受けた場合、被害者は、犯罪地や容疑者住所地の公

安局に告発することができます。そのほか、知財権犯罪を発見した場合、誰でも公安局

に通報することができます。なお行政機関は、摘発の過程で刑事訴追基準に達したと認

めた場合、事件を公安局へ移送すべきです。 

公安局は、告発や通報または行政機関からの移送を受けた場合、迅速に審査を実施し、

犯罪事実があり、刑事責任を追及する必要があると認めた事件については立件します。

また、立件した事件については捜査を行いますが、必要に応じて押収、勾留などの措置

を取ります。 

公安局は、捜査をして、犯罪容疑が固まれば、人民検察院に送検します。 

 

（2）公訴機関：人民検察院 

刑事訴訟法の関連規定によれば、公訴の提起は人民検察院が行ないます。 

人民検察院は、公安局から送検された事件について、審査をした上、犯罪事

実が明らかで、証拠が確実かつ十分で、刑事責任を追及すべきであると認め

た場合、公訴を提起します。 

説明 

説明 

213

第１節 概要



224 
 

また、人民検察院は、法律監督機関として、公安局の捜査と裁判所の裁判について、

監督することができます。したがって、公安局が立件すべきなのに、立件しなかった場

合、人民検察院に立件監督を請求することができます。 

 

（3）裁判機関：裁判所 

刑事訴訟法の関連規定によれば、裁判所は国家裁判機関として、事実と証

拠を調べた上、法律規定に従い、被告人の有罪と無罪、及び刑事責任を決め

る判決を言渡します。 

刑事訴訟法の関連規定によれば、被害者が知的財産権侵害を証明する証拠を有し、情

状が軽微な知財犯罪事件については、被害者が、直接裁判所に刑事提訴（自訴）するこ

とができます。また、公安局に告訴しても公安局が捜査を進めなかった場合、及び、人

民検察院が公訴を提起しなかった場合、直接裁判所に自訴して刑事訴追ができることが

できます。その場合、裁判所はこれを受理しなければなりません。 
  

説明 
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また、人民検察院は、法律監督機関として、公安局の捜査と裁判所の裁判について、

監督することができます。したがって、公安局が立件すべきなのに、立件しなかった場

合、人民検察院に立件監督を請求することができます。 

 

（3）裁判機関：裁判所 

刑事訴訟法の関連規定によれば、裁判所は国家裁判機関として、事実と証

拠を調べた上、法律規定に従い、被告人の有罪と無罪、及び刑事責任を決め

る判決を言渡します。 

刑事訴訟法の関連規定によれば、被害者が知的財産権侵害を証明する証拠を有し、情

状が軽微な知財犯罪事件については、被害者が、直接裁判所に刑事提訴（自訴）するこ

とができます。また、公安局に告訴しても公安局が捜査を進めなかった場合、及び、人

民検察院が公訴を提起しなかった場合、直接裁判所に自訴して刑事訴追ができることが

できます。その場合、裁判所はこれを受理しなければなりません。 
  

説明 
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第２節 刑事対応の取り得る方法

1.公安機関への告発 

悪質な模倣事件に対しては，強力な打撃と徹底的な根絶が必要でありますが、

その場合、刑事による対応が最も効果的です。また、刑事対応をとる場合、権

利者は、自訴のルートを選ぶことができますが、公安機関と検察機関がやるこ

とを自らやらなければなりませんので、証拠収集と権利主張に困難が伴うことが予想さ

れます。 

したがって、重大な権利侵害を受けて、かつ、侵害者の刑事責任を追及できると判断

する場合、情報を収集した上、公安機関へ告発することが得策です。 

公安機関への告発は、書面又は口頭でも構いません。但し、公安機関の立件基準は、

「犯罪事実があり、刑事責任を追及する必要がある」ことですので、公安局に、立件・

捜査してもらうためには、事前の情報収集と公安機関への情報提供が肝心な問題です。

したがって、できるだけ、事前調査を通じて、特定の侵害者と確実な被害状況の情報を

公安機関に提供するほうがよいでしょう。 

こうして刑事的手続が進められるようになると、警察の捜査過程で知りえなかった被

害状況まで明らかになる可能性があります。 

 

2.行政機関の移送 

2006 年1 月26 日の最高人民検察院、公安部、監察部が共同の「行政執行中

の犯罪嫌疑案件移送に関する意見」で、行政機関が刑事訴追基準に達した案件

は直ちに司法機関に移送しなければならないとされました。つまり、行政機関

は、摘発の過程で犯罪構成の容疑があると認めた場合、事件を公安局へ移送すべきです。  

実際、行政機関と公安機関と連携して、摘発したケースもあります。 

また、関連摘発事件が刑事訴追基準に達した場合、権利者は、該行政機関またはその

上級機関に陳情し、移送の要請を提出することができます。 
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3.刑事自訴 

（1）提訴要件 

自訴手続きは、刑事事件について、被害者等が自ら直接裁判所へ刑事訴訟を提

起する手続きを言います。刑事訴訟法の関連規定よると、知財権侵害事件の被害

者は、自訴を提起することができますが、下記の提訴要件を満たさなければなり

ません。 

① 適格な自訴人 模倣品事件の被害者は自訴人として適格である。 

② 明確な被告と具体

の訴訟請求がある 

明確な被告が存在するべきであり、被告が存在しない、又は、

被告に行方が不明の場合、裁判所により訴訟の撤回を要求され

るか、または提訴を棄却される。また、具体の訴訟請求が必要

であり、罪名と刑事責任を明確に提出すべきである。もし、刑

事付帯民事訴訟を提起する場合、具体的な賠償請求があるべき

である。 

③ 自訴事件の範囲に

属する 

知財権侵害の場合、被害者が犯罪の証拠を持っており、情状の

軽微な知財犯罪の場合、自訴事件の範囲に属する。但し、厳重に

社会秩序と国家利益を侵害している知財犯罪は、自訴事件に属し

ていない。但し、被害の証拠を持っているのに、公安機関又は人

民検察院が被告人の刑事責任を追及しない場合には、自訴でき

る。 

④ 犯罪事実を証明す

る証拠がある 

証拠不十分の場合、裁判所により訴訟の撤回を要求されるか、

または提訴を棄却される。 

⑤ 提訴裁判所の管轄

に属する 

知財権侵害事件の場合、通常、犯罪地又は被告住所地の裁判所

が管轄する。また、被告が外国人でなければ、通常、基層裁判

所が管轄する。 
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3.刑事自訴 

（1）提訴要件 

自訴手続きは、刑事事件について、被害者等が自ら直接裁判所へ刑事訴訟を提

起する手続きを言います。刑事訴訟法の関連規定よると、知財権侵害事件の被害

者は、自訴を提起することができますが、下記の提訴要件を満たさなければなり

ません。 

① 適格な自訴人 模倣品事件の被害者は自訴人として適格である。 

② 明確な被告と具体

の訴訟請求がある 

明確な被告が存在するべきであり、被告が存在しない、又は、

被告に行方が不明の場合、裁判所により訴訟の撤回を要求され

るか、または提訴を棄却される。また、具体の訴訟請求が必要

であり、罪名と刑事責任を明確に提出すべきである。もし、刑

事付帯民事訴訟を提起する場合、具体的な賠償請求があるべき

である。 

③ 自訴事件の範囲に

属する 

知財権侵害の場合、被害者が犯罪の証拠を持っており、情状の

軽微な知財犯罪の場合、自訴事件の範囲に属する。但し、厳重に

社会秩序と国家利益を侵害している知財犯罪は、自訴事件に属し

ていない。但し、被害の証拠を持っているのに、公安機関又は人

民検察院が被告人の刑事責任を追及しない場合には、自訴でき

る。 

④ 犯罪事実を証明す

る証拠がある 

証拠不十分の場合、裁判所により訴訟の撤回を要求されるか、

または提訴を棄却される。 

⑤ 提訴裁判所の管轄

に属する 

知財権侵害事件の場合、通常、犯罪地又は被告住所地の裁判所

が管轄する。また、被告が外国人でなければ、通常、基層裁判

所が管轄する。 
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（2）管轄 

被害者は、自訴を提起する場合、下記の管轄規定にしたがって、管轄権のあ

る裁判所に提訴すべきです。 

級別管轄 

 

通常、基層裁判所が管轄する。 

被告が外国人である場合には、中等裁判所が管轄する。 

地域管轄 

 

通常、犯罪地の裁判所が管轄する 

被告住所地の裁判所が管轄する方が適切である場合には、

被告住所地の裁判所が管轄することも可能である。 
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（3）訴訟手続き 
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二審の手続は一審と基本的には同
じであるが、検察院が控訴した事
件でない場合、書面審理が可能
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査
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検察院公訴
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起訴状副本の送達

開廷通知
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訴 訟 手
続終了

上訴 控訴

二審判決二審自訴事件も、調停、和解、

訴訟の撤回が可能
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上記の刑事訴訟の要点のみについて、下記のとおり説明します。 

なお、刑事訴訟の場合、外国当事者に対して、管轄上の問題以外には、別

に特殊な規定はされていません。 

提訴手続き 

知財権侵害の犯罪事件については、被害者により裁判所へ自訴を提出することもでき、警察の捜

査を経て、検察院により公訴を提起することもできる。 

裁判所の受理 

裁判所は、公訴の提起を受け取った後、7 日以内に受理するか否かを決定し、自訴の提起を

受け取った後、15 日以内に受理するか否かを決定する。 

開廷審理 

開廷審理では、主に法廷調査、法廷弁論などを行うが、裁判長が弁論終結を言い渡した後、

被告人は、最後に陳述する権利を持つ。 

また、自訴事件の場合、裁判所は、自訴事件に対し調停でき、また、自訴人は、判決が言渡

されるまでに、被告人と和解することができ、または自訴を撤回できる。 

一審判決の言渡し 

通常、開廷審理後から 1 ヶ月以内に判決を言渡さなければならないが、特別な状況があれば、

関連手続を経て、審理期間を延長できる。 

上訴の提起 

一審判決を受け取った日から 10 日間以内に、当事者は上訴を提起することができ、検察院は

控訴を提出することができる。 

上訴判決の言渡し 

二審の審理の流れは、基本的に一審と同じであるが、事実が明白と認められる場合、裁判所

は、書面にて審理することができる。但し、検察院が控訴を提出した事件は、開廷して審理

しなければならない。 

二審裁判所は元判決の認定事実が明白で、適用法律が正確で、量刑が適当であると認めた場

合、上訴または控訴を却下し、元判決を維持する。元判決の認定事実が正確であるが、適用

法律が間違い又は量刑が不当であると認めた場合は、自判する。元判決の認定事実が明白で

はなく、証拠が不十分である場合には、事実を判明した上、自判することができ、元判決を

取消し、原審に差し戻して再審理させることもできる。また、一審裁判所に訴訟手続違反が

説明 
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あることを発見した場合、元判決を取消し、原審に差し戻して再審理させる。 

再審 

中国では二審制であるため、二審判決は最終的な判決である。当事者は、法的効力の生じた

判決及に明確な誤りがあると認めるときは、裁判所又は検察院に再審理を提出することがで

きるが、判決及び裁定は、その執行を停止しない。 

再審理の請求は、通常、刑罰執行終了の 2 年内に提出すべきであるが、関連情状が法律規程

に合致する場合、受理される可能性もある。 
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第３節 留意点と実例

1.日本企業の留意点 

 

刑事対応を重要視 

中国の刑事訴追基準を把握し、模倣事件にあった場合、刑事訴追基準に達したと認めた場合

には、刑事対応を優先的に考える。刑罰により、模倣業者に対して強いプレッシャーをかけ

る。また、別途民事訴訟を提起することで、損害賠償を求めることができる。 

事前の調査と証拠の収集 

刑事責任を追及するためには、被告の侵害行為を証明する証拠だけでは不十分で、侵害の情

状が重大であることを証明できる証拠が必要である。また、被告の行方も把握しなければな

らない。調査会社を利用して、犯罪の情報を徹底的に把握し、入手できた証拠については、

公証、鑑定などの措置を取って証拠能力を高める必要がある。 

公安局と検察院の力を借りる 

被害者により、侵害の証拠は相対的に容易に確保できるものの、その侵害の規模などに関す

る証拠の確保は難しく、かつ、被告人の自由を制限できないので、訴訟までその行方を把握

することも難しい。但し、公安局により立件された事件については、事前に模倣行為を停止

させることができるだけではなく、模倣品に対する差押さえなどの措置に通じて、侵害の規

模などについても、証拠を確保できる。なお、強制措置を取ることで、被告の行方も把握で

きる。したがって、刑事対応について、公安局と検察院の力を借りるように努力したほうが

よい。初歩的な証拠があれば、公安局へ告発することができる。 

 

自訴手段の採用 

公安局が立件しない事件については、自訴のルートを選ぶことができる。その場合、証拠の

収集と確保は重要である。自訴により、刑事訴訟手続を起動させることができるので、侵害

者に対し、強いプレッシャーをかけることができる。 

 

2.関連刑事訴訟実例 

李亜徳登録商標冒用事件 

案件番号：(2005)通中刑二初字第 0014 号 
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裁判所：江蘇省南通市中等裁判所 

公訴機関：江蘇省南通市人民検察院 

被告：李亜徳（外国人）、陳俊 

 経緯： 

南通芭蕾米拉日用化学品有限公司は、2004 年 8 月 17 日に設立され、化粧品の生産販

売を行っていたが、事件の発生時まで生産許可書を獲得していなかった。李亜徳は、当

該会社の実際経営者で、陳俊は技術人員であった。李亜徳が会社の経営を管理している

時、会社の法定代表者（別件で審理）及び陳俊と「DOVE」、「JERGENS」等の 8 個

の登録商標を冒用した化粧品の生産、販売をしたが、その価値は、人民元 128,700,135

に達した。その中、陳俊が参加した部分の価値は、人民元 97,741,164 元に達した。 

 公訴機関の主張 

登録商標権者の許諾を得ずに、同一種類の商品に登録商標と同一の商標を使用してお

り、情状が特に重大であるので、登録商標冒用罪を構成している。 

 被告の弁護意見 

① 本件は、単位犯罪であるので、南通芭蕾米拉日用化学品有限公司も被告として追

求すべき。 

② 李亜徳は、自分が参加した部分だけについて、刑事責任を負うべきであり、単位

の全犯罪について、責任を負うべきではない。 

③ 権利者が南通芭蕾米拉日用化学品有限公司に関連商標の使用を許諾していない

ことに関する証拠については、外国証拠なのに公証認証をしていないので、証拠として

採用すべきではない。 

④ 本件商標は、国際著名ブランドであるので、その価格鑑定は、少なくとも国家レ

ベルの認証機構により評価すべきなので、南通市価格認証センターによる価格鑑定結論

は採用すべきではない。 

⑤ 登録商標を冒用した商品の売れ行きと最終行方に関する証拠がないので、完璧な

証拠チェーンを形成していない。 

⑥ 李亜徳は、中国法律に詳しくなく、かつ初犯であり、陳俊は、会社の命令に従っ

ただけであり、同様に初犯なので、刑を軽減するよう請求する。 

 裁判所の判断 
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① 南通芭蕾米拉日用化学品有限公司が既に営業停止され、かつ、適切な訴訟代表人

もないため、単位犯罪の責任を追うことができないので、同会社を被告としない。 

② 南通芭蕾米拉日用化学品有限公司の法定代表者は、経営に参加せず、李亜徳が会

社の全ての事務を管理しているので、李亜徳は、直接な主管人員としての全部犯罪行為

に対し責任を負うべき。 

③ 外国権利者が南通芭蕾米拉日用化学品有限公司に関連商標の使用を許諾してい

ないことに関する証拠については、関連証拠が公証認証をしていないので、採用しない。 

④ 関連規程によると、人民政府が設立した価格評価機構は、同級法院、検察院、公

安局の委託を受けて価格評価することができる。また、国際著名ブランドに対し、特別

な規定をしていないので、南通市価格認証センターによる価格鑑定結論は法律効力があ

る。但し、当該鑑定結論は、8 個の商標の商品に及んでいないので、同裁判所は、これ

を採用しない。 

 ⑤ 登録商標を冒用した商品の売れ行きについて、本件の証拠と証言として証明でき

る。なお、被告人が他人の商標を冒用したことに関する証拠が十分である状況で、関連

商標の売れ行きを明らかにしたか否かは、本件の審理に影響を与えない。 

⑥ 李亜徳は、中国で会社を経営している以上、中国の法律を了解すべき。しかも、か

つて、他人の商標を盗用したため、行政処罰を受けたことがあるにも関わらず、再度他

人の商標を盗用したことは、主観故意が明らかである。陳俊は、他人の商標を盗用する

ことを知りながら、技術上の支援をしたので、犯罪の過程で重要な役割をしている。 

 判決要旨 

① 李亜徳に対して、4 年の有期懲役に処し、50 万元の罰金を併科し、国境駆逐を処

す。 

② 陳俊に対して、3 年の有期懲役に処し、30 万元の罰金を併科する。 

③ 公安機関により差押えた通芭蕾米拉日用化学品有限公司の生産設備は、没収し、

国庫に交付する。 

 

中国では、模倣品に対する刑事対応を重視しており、処罰力度も強いで

す。したがって、企業も、模倣品事件について、刑事手段の応用を重視し、

積極的に刑事対応を展開します。 
  

説明 
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禁止 著作権は、地域性を有していない。しかも、「著作権法」第 24 条に

よれば、著作物の使用権には、専有使用権と非専有使用権がある。 

上記法律規定によれば、中国において、専有使用権を有する主体は、

関連機関へ著作物の並行輸入を制止するよう求めることができる。そ

れに対して、専有使用権を有していない場合、著作物の並行輸入は許

可されるべきである。 

許可 

 

「著作権法」と「著作権実施条例」には、並行輸入に関する規定がな

い。また、「国際著作権条約実施規定」には、著作物に対して保護を

していない国からの複写品は、その輸入を禁止すると規定している。 

したがって、現有の法律によれば、著作物に対して保護をしていない

国からの複写品は輸入を禁止されているものの、著作物に対して保護

をしている国からの複写品の輸入は禁止されていなく、これらの国か

らの著作物の並行輸入は許可されている。 
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資料編 
資料 模倣対策費用目安（料金表）

費用は代理事務所や調査会社によってかなりの開きがありますが、平均的な例を参考

までに以下に掲載します。 

．権利取得の手続きに必要な費用

（1）専利（発明特許、実用新案、意匠）関係  

標 準 料 金 表                 

標準

番号
項目

官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ 発明特許

発明特許出願の提出（印刷料を含む）

出願の国内段階への移行料金（印刷料を含む）

分割出願の提出（公開料を含む）

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

早期公開の請求 —

実体審査の請求

拒絶査定不服審判の請求

発明特許証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出
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微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求
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微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求
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単一性の回復

Ⅱ 実用新案

実用新案出願の提出

分割出願の提出

出願の国内段階への移行料金

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

拒絶査定不服審判の請求

実用新案登録証の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－５年目

６年目－８年目

９年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

実用新案登録出願の猶予期間の請求

出願の単一性の回復
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実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場
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実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場
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合（先出願 件毎に）

新規性喪失の例外規定適用の請求 —

面接手数料 —

中国専利出願の認証謄本の提供

対応期間の延長（補正又は拒絶理由通知）

回目の延長（ ヶ月毎に）

） 回目の延長（ ヶ月毎に）

実施許諾契約の届出 —

専利権譲渡契約の登録

専利出願権譲渡契約の登録

翻訳料（原文 字につき）

英語から中国語へ —

日本語から中国語へ —

ドイツ語、ロシア語、フランス語から中国語へ —

中国語から英語へ —

中国語から日本語へ —

中国語からドイツ語、ロシア語、フランス語へ —

タイプ代

英語（ 頁につき） —

中国語（ 頁につき） —

コピー代（１枚につき） —
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図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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優先権書類提出期限の延長申請 —

補正通知の報告及び応答 —

商標登録証の送付 —

商標登録証の再発行申請

優先権証明書類の発行申請

商標登録証明の発行申請

商標出願の取下げ申請 —

商標登録の取消申請 —

外国語商標の中国語訳名の提案 —

Ⅱ．審判／異議

拒絶／拒絶不服審判請求

全部又は部分的拒絶通知書の報告 —

拒絶査定不服審判請求

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

異議申立／異議審判請求

異議申立

異議裁定の報告 —

異議裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —
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証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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他人による不使用取消審判で使用証拠の準備及

び提出
—

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁

通知書の報告

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁 —

Ⅲ．更新

更新申請

更新申請の延長請求

Ⅳ．変更／更正

出願人 商標権者名義変更申請

出願人 商標権者住所変更申請

出願人 商標権者名義 住所同時変更申請

代理人変更申請

指定商品の削除申請

その他の出願 登録事項の変更申請

申請 登録事項の更正申請

Ⅴ．使用許諾契約の届出

商標使用許諾契約の届出

商標許諾契約届出の変更 事前終止 —

Ⅵ．譲渡

譲渡申請

Ⅶ．調査とウォッチング

英語 漢字 数字商標の調査（一商標一区分） —
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図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～

260

資料編



270 
 

図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～
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直接交渉 証拠収集が含まれない ―― ～

警告状
発送後の相手との交

渉、連絡が含まれない
――

 
 
．知財に関連手続きに必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

企業登録 企業登録手続きの代行 約
件（国内）

件（外資）

ソフトウェア

登記
ソフトウェア登記 件

著作物登記 著作物登記 ～ ～ 件

税関登録 税関登録 ～ 件

ドメイン登録

の英語ドメイン名
年

年

～ 件

国際ドメイン名 年

年

中国語の通用ドメイ

ン名 中国 公司 网络

年

年

国際中国語ドメイン名

中国語 中国語

年

年

通用ウェブサイト（インタ

ーネットキーワード）

年

年

無線ウェブサイト
年

年

ドメイン異議

申立

個

～ 個

～ 件
～ 個

～ 個

～ 個
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．そのほか

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

調査

現地調査 ―― ～ 社

工商登記ファイルの取寄

せ
約 ～ 社

工商登記資料の取寄せ 約 ～ 社

インターネットでの調査 ―― ～ 社

電話調査 ―― ～ 社

証拠収集と公

証

原本とコピー件が一致で

ある公証
～ 件 ～ 件

図書館から資料の取寄せ ～（ページ数に

基づく）
回

図書館から資料の調査・

取寄せ

～（ページ数に

基づく）

～

（普通）

～

（複雑、資料が膨大

である場合）

インターネット資料に関

する公証
件 ～ 件

公証付き購入 ～ 件

～

（店舗購入）

～

（工場購入）

～

（インターネット

購入）

ほかの現場公証 ～ 件 ～ 日

 
  

262

資料編



340 
 

管轄配置の最適化を図り、一般知的財産権事件を管轄する下部法院を適度に増やし、中・

下部法院で作業上の必要に応じて他地域間の区割集中管轄を行い、裁判資源の合理的な

配分を奨励する。

、法治統一を維持し、市場の統一開放を促進すること。事件管轄制度を完備させ、監

督・規制を強化し、上級管轄や他地域指定管轄などの措置を適切に講じることにより、

地方保護・部門保護などの事態を有効に抑制して、事件の公正な審理を保証する。上級

管轄や他地域指定管轄などが決まった場合、元の管轄法院は適切に対応し、迅速に事件

を移送する。裁判監視を適切に強化し、第二審と再審の是正機能を発揮させ、裁判実績

評価指標への懸念による誤った裁判への妥協を防ぐ。再審命令事件について、関係する

再審法院は再審命令を正確に理解し、本腰を入れて対応し、法に照らして誤りを是正す

る。再審命令を無視して、再審を遅らせたり、正当な理由なくして再審命令を実行しな

い場合、規律を厳格にする。情状が深刻な場合は通達をもって批判する。作業体制を一

層整備して、知的財産権関連事件の調整・指導力を適切に強化することによって、裁判

基準の統一を維持する。

最高人民法院、最高人民検察院、公安部、司法部

知的財産権侵害刑事事件の処理における法律適用の若干問題に関する意見

年 月 日

ここ数年、知的財産権侵害刑事事件の処理に取り組む公安機関や人民検察院、人民法

院が臨む新たな事情や課題を解決し、知的財産権侵害の犯罪活動を法に基づいて処罰し、

社会主義市場経済の秩序を維持するために、刑法、刑事訴訟法及び関連の司法解釈の規

定に準拠し、捜査・起訴・審判の実践と結びつけ、本意見を制定する。

一、知的財産権侵害犯罪事件の管轄について

知的財産権侵害犯罪事件は、犯罪地の公安機関で立件、捜査される。必要な場合、犯罪

容疑者の居住地の公安機関で立件、捜査することができる。知的財産権侵害犯罪事件の

犯罪地には、侵害製品の製造地、貯蔵地、輸送地、販売地、そして権利侵害作品の発信

や販売を行うウェブサイトのサーバーの所在地、ネットワーク接続地、ウェブサイト設

立者又は管理者の所在地、権利侵害作品をアップロードする者の所在地、権利者が実際
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管轄配置の最適化を図り、一般知的財産権事件を管轄する下部法院を適度に増やし、中・

下部法院で作業上の必要に応じて他地域間の区割集中管轄を行い、裁判資源の合理的な

配分を奨励する。

、法治統一を維持し、市場の統一開放を促進すること。事件管轄制度を完備させ、監

督・規制を強化し、上級管轄や他地域指定管轄などの措置を適切に講じることにより、

地方保護・部門保護などの事態を有効に抑制して、事件の公正な審理を保証する。上級

管轄や他地域指定管轄などが決まった場合、元の管轄法院は適切に対応し、迅速に事件

を移送する。裁判監視を適切に強化し、第二審と再審の是正機能を発揮させ、裁判実績

評価指標への懸念による誤った裁判への妥協を防ぐ。再審命令事件について、関係する

再審法院は再審命令を正確に理解し、本腰を入れて対応し、法に照らして誤りを是正す

る。再審命令を無視して、再審を遅らせたり、正当な理由なくして再審命令を実行しな

い場合、規律を厳格にする。情状が深刻な場合は通達をもって批判する。作業体制を一

層整備して、知的財産権関連事件の調整・指導力を適切に強化することによって、裁判

基準の統一を維持する。

最高人民法院、最高人民検察院、公安部、司法部

知的財産権侵害刑事事件の処理における法律適用の若干問題に関する意見

年 月 日

ここ数年、知的財産権侵害刑事事件の処理に取り組む公安機関や人民検察院、人民法

院が臨む新たな事情や課題を解決し、知的財産権侵害の犯罪活動を法に基づいて処罰し、

社会主義市場経済の秩序を維持するために、刑法、刑事訴訟法及び関連の司法解釈の規

定に準拠し、捜査・起訴・審判の実践と結びつけ、本意見を制定する。

一、知的財産権侵害犯罪事件の管轄について

知的財産権侵害犯罪事件は、犯罪地の公安機関で立件、捜査される。必要な場合、犯罪

容疑者の居住地の公安機関で立件、捜査することができる。知的財産権侵害犯罪事件の

犯罪地には、侵害製品の製造地、貯蔵地、輸送地、販売地、そして権利侵害作品の発信

や販売を行うウェブサイトのサーバーの所在地、ネットワーク接続地、ウェブサイト設

立者又は管理者の所在地、権利侵害作品をアップロードする者の所在地、権利者が実際
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に侵害を受けた犯罪の結果の発生地が含まれる。知的財産権侵害犯罪地が複数ある場合

は、最初に受理した公安機関又は主要な犯罪地の公安機関の管轄とする。複数ある知的

財産権侵害犯罪地の公安機関で管轄について争議がある場合、共通の上級公安機関が管

轄を指定する。逮捕許可の要請、送検・起訴、公訴の提起が必要な場合は、当該公安機

関の所在地の同級の人民検察院、人民法院が受理する。

異なる犯罪容疑者や犯罪グループが地域横断で実施する同一ロットの権利侵害製品に関

わる製造、貯蔵、輸送、販売など知的財産権侵害犯罪行為に対して、併合処理の要件に

合致している場合は、関係のある公安機関はこれを合わせて立件、捜査することができ

る。逮捕許可の要請、審査起訴への移送、公訴の提起が必要な場合は、当該公安機関の

所在地の同級の人民検察院、人民法院が受理する。

二、知的財産権侵害刑事事件の処理における行政法執行部門による収集、取得した証拠

の効力について

行政法執行部門が法に基づいて収集、取得、製作している物証や書証、視聴資料、検査

報告書、鑑定の結論、鑑識の記録、現場調書は、公安機関や人民検察院の審査を受け、

人民法院で法廷審理における反対尋問を受けて確認された場合は、刑事証拠として使用

することができる。

行政法執行部門で製作された証人の証言、当事者の陳述などの取調記録は、公安機関が

刑事証拠として使用する必要があると判断した場合、法に基づいて改めて収集、製作す

るものとする。

三、知的財産権侵害刑事事件における抜き取り証拠収集及び鑑定依頼の処理について

知的財産権侵害刑事事件を処理する公安機関は、業務上の必要性に応じて抜き取り証拠

収集を実施するか、又は同級の行政法執行部門や、該当の検査機構に抜き取り証拠収集

の協力を要請することができる。法律や法規において、抜き取り実施機構又は抜き取り

方法について定められている場合、所定の機構に依頼し、所定の方法に沿うサンプル抜

き取りを行うものとする。

知的財産権侵害刑事事件を処理する公安機関、人民検察院、人民法院は、鑑定が必要な

事項については、国で認められている鑑定資格を有する鑑定機構に鑑定を依頼するもの

とする。

公安機関、人民検察院、人民法院は鑑定の結論を審査し、権利者や犯罪容疑者、被告人
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から鑑定の結論に対する意見を聴取するものとし、鑑定機構に対して相応の説明を要請

することができる。

四、知的財産権侵害犯罪の自訴事件における証拠収集について

人民法院では、知的財産権侵害刑事事件の自訴事件を法に基づいて受理し、当事者が物

理的な原因で入手できない証拠については、当事者が自訴提起時に関連する手掛かりを

提供でき、人民法院に対して取得するよう申請した場合、人民法院は法に基づいて取得

するものとする。

五、刑法 条に定められた「同一種類の商品」の認定について

同一名称の商品、そして同一でなくても、同じ物を指す名称の商品は、「同一種類の商

品」と認定することができる。「名称」とは、国家工商行政管理総局商標局が商標登録

業務において商品に使用する名称を言う。通常、「ニース協定に基づく標章の登録のた

めの商品およびサービスの国際分類」に定められている商品名となる。「同一でなくて

も、同じ物を指す名称の商品」とは、機能や目的、主な原料、消費対象、販売経路など

が同一又はほぼ同一のもので、関連公衆には同一種類の物と一般的に認められている商

品を言う。

「同一種類の商品」の認定には、権利者の登録商標の指定商品と行為者が実際に生産販

売している商品とを比較するものとする。

六、刑法 条に定められた「その登録商標と同一の商標」の認定について

次に掲げる項目の何れかに該当した場合、「その登録商標と同一の商標」と認定するこ

とができる。

（一）登録商標の字体やアルファベットの大文字と小文字又は文字の横・縦配列を改変

し、登録商標と軽微な相違しかない場合。

（二）登録商標の文字、アルファベット、数字などの間隔を改変しており、登録商標の

顕著な特徴を表現するには影響を及ぼさない場合。

（三）登録商標の色を改変している場合。

（四）その他登録商標とは視覚上でほぼ差異がなく、公衆をミスリードするのに充分な

商標である場合。

七、登録商標虚偽表示が付加されていない、又は完全には付加されていない侵害製品の

金額の不法経営額への計上について
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から鑑定の結論に対する意見を聴取するものとし、鑑定機構に対して相応の説明を要請

することができる。

四、知的財産権侵害犯罪の自訴事件における証拠収集について

人民法院では、知的財産権侵害刑事事件の自訴事件を法に基づいて受理し、当事者が物

理的な原因で入手できない証拠については、当事者が自訴提起時に関連する手掛かりを

提供でき、人民法院に対して取得するよう申請した場合、人民法院は法に基づいて取得

するものとする。

五、刑法 条に定められた「同一種類の商品」の認定について

同一名称の商品、そして同一でなくても、同じ物を指す名称の商品は、「同一種類の商

品」と認定することができる。「名称」とは、国家工商行政管理総局商標局が商標登録

業務において商品に使用する名称を言う。通常、「ニース協定に基づく標章の登録のた

めの商品およびサービスの国際分類」に定められている商品名となる。「同一でなくて

も、同じ物を指す名称の商品」とは、機能や目的、主な原料、消費対象、販売経路など

が同一又はほぼ同一のもので、関連公衆には同一種類の物と一般的に認められている商

品を言う。

「同一種類の商品」の認定には、権利者の登録商標の指定商品と行為者が実際に生産販

売している商品とを比較するものとする。

六、刑法 条に定められた「その登録商標と同一の商標」の認定について

次に掲げる項目の何れかに該当した場合、「その登録商標と同一の商標」と認定するこ

とができる。

（一）登録商標の字体やアルファベットの大文字と小文字又は文字の横・縦配列を改変

し、登録商標と軽微な相違しかない場合。

（二）登録商標の文字、アルファベット、数字などの間隔を改変しており、登録商標の

顕著な特徴を表現するには影響を及ぼさない場合。

（三）登録商標の色を改変している場合。

（四）その他登録商標とは視覚上でほぼ差異がなく、公衆をミスリードするのに充分な

商標である場合。

七、登録商標虚偽表示が付加されていない、又は完全には付加されていない侵害製品の

金額の不法経営額への計上について
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製造、貯蔵、輸送されている及び販売されていない登録商標虚偽表示に当たる侵害製品

の金額算定の際、製作は完了しているが、登録商標虚偽表示が付加（貼り付けも含む）

されていない、又は完全には付加（貼り付けも含む）されていない製品については、当

該製品は他者の登録商標を虚偽表示しようとすることが確実で十分な証拠により証明さ

れれば、その金額を不法経営額に計上する。

八、虚偽登録商標の商品を販売する犯罪事件における未販売又は一部販売済みの場合の

罪判定と量刑について

虚偽登録商標の商品であることを明らかに知りながら販売するもので、次に掲げる項目

の何れかに該当する場合、刑法 条の規定に準拠して虚偽登録商標の商品販売罪（未遂）

と判定して処罰を与える。

（一）虚偽登録商標の商品がまだ販売されておらず、商品金額が 万元以上である場合。

（二）虚偽登録商標の商品の一部が販売されており、販売された分の金額が 万元未満だ

が、まだ販売していない虚偽登録商標の商品金額との合計額が 万元以上である場合。

虚偽登録商標の商品がまだ販売されておらず、商品金額がそれぞれ 万元以上 万元未

満、 万元以上である場合は、各々刑法 条に定められている各法定刑の幅に準拠して

罪を判定し処罰を与える。

販売額と未販売分商品金額がそれぞれ異なる法定刑の幅、若しくはいずれも同一法定刑

の幅に達した場合は、より重い処罰の法定刑又は同一の法定刑の幅に準拠し、事情を斟

酌して重罰を加える。

九、他者による偽造、無断製造した登録商標標識の販売に当たる犯罪事件における未販

売又は一部販売済みの場合の罪の判定について

他者が偽造、無断製造した登録商標標識を販売するときは、次に掲げる項目の何れかに

該当する場合、刑法 条の規定に準拠して、登録商標標識の不法製造、不法販売罪（未

遂）と判定して処罰を与える。

（一）まだ販売していない他者による偽造や無断製造の登録商標標識数が 万点以上であ

る場合。

（二）まだ販売していない他者による偽造や無断製造の 種類以上の登録商標標識数が

万点以上である場合。

（三）他者が偽造、無断製造した登録商標標識を一部販売したもので、販売された分の
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標識の数は 万点未満だが、まだ販売されていない分の表示との合計数が 万点以上であ

る場合。

（四）他者が偽造、無断製造した 種類以上の登録商標標識を一部販売し、販売された分

の標識数は 万点未満だが、まだ販売されていない分の標識との合計数が 万点以上であ

る場合。

十、著作権侵害犯罪事件における「営利を目的とする」の認定について

販売のほか、次に掲げる項目の何れかに該当する場合、「営利を目的とする」として認

定することができる。

（一）他者の作品における有料の広告掲載、第三者の作品との抱き合わせなどで直接又

は間接的に費用を徴収している場合。

（二）情報ネットワークを介して他者の作品を発信するか、又は他者がアップロードし

た権利侵害作品を利用し、ウェブサイト又はウェブページ上で有料広告サービスを提供

することにより、直接又は間接的に費用を徴収している場合。

（三）会員制でネットワークを介し他者の作品を発信することにより、会員登録費又は

他の費用を徴収している場合。

（四）他者の作品を利用して利益を図るその他の場合。

十一、著作権犯罪侵害事件における「著作権者による許諾を得ていない」の認定につい

て

「著作権者による許諾を得ていない」とは、通常は著作権者又はそれが授権した代理人

や著作権の集団管理組織、国の著作権行政管理部門から指定された著作権認証機構が発

行する係争作品の著作権認証書類、若しくは出版者、複製発行者がライセンス許諾書類

を偽造、改ざんしていること、又はライセンス許諾の範囲を超えていることを証明して

いる証拠に基づき、他の証拠と合わせて総合的に認定するものとする。

係争作品の種類が多くあり、権利者も分かれている事件では、前述のような証拠を個々

に取得するのは確かに難しいが、係争複製物は不法出版物、不法複製発行物であること

を証明する証拠があり、そして出版者や複製発行者も著作権者から許諾を得ている旨の

証明資料を提供できない場合、「著作権者による許諾を得ていない」と認定することが

できる。ただし、権利者が権利を放棄したり、係争作品の著作権はわが国の著作権法か

ら保護を受けないこと、又は著作権の保護期間を満了していることを証明する証拠があ
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標識の数は 万点未満だが、まだ販売されていない分の表示との合計数が 万点以上であ

る場合。

（四）他者が偽造、無断製造した 種類以上の登録商標標識を一部販売し、販売された分

の標識数は 万点未満だが、まだ販売されていない分の標識との合計数が 万点以上であ

る場合。

十、著作権侵害犯罪事件における「営利を目的とする」の認定について

販売のほか、次に掲げる項目の何れかに該当する場合、「営利を目的とする」として認

定することができる。

（一）他者の作品における有料の広告掲載、第三者の作品との抱き合わせなどで直接又

は間接的に費用を徴収している場合。

（二）情報ネットワークを介して他者の作品を発信するか、又は他者がアップロードし

た権利侵害作品を利用し、ウェブサイト又はウェブページ上で有料広告サービスを提供

することにより、直接又は間接的に費用を徴収している場合。

（三）会員制でネットワークを介し他者の作品を発信することにより、会員登録費又は

他の費用を徴収している場合。

（四）他者の作品を利用して利益を図るその他の場合。

十一、著作権犯罪侵害事件における「著作権者による許諾を得ていない」の認定につい

て

「著作権者による許諾を得ていない」とは、通常は著作権者又はそれが授権した代理人

や著作権の集団管理組織、国の著作権行政管理部門から指定された著作権認証機構が発

行する係争作品の著作権認証書類、若しくは出版者、複製発行者がライセンス許諾書類

を偽造、改ざんしていること、又はライセンス許諾の範囲を超えていることを証明して

いる証拠に基づき、他の証拠と合わせて総合的に認定するものとする。

係争作品の種類が多くあり、権利者も分かれている事件では、前述のような証拠を個々

に取得するのは確かに難しいが、係争複製物は不法出版物、不法複製発行物であること

を証明する証拠があり、そして出版者や複製発行者も著作権者から許諾を得ている旨の

証明資料を提供できない場合、「著作権者による許諾を得ていない」と認定することが

できる。ただし、権利者が権利を放棄したり、係争作品の著作権はわが国の著作権法か

ら保護を受けないこと、又は著作権の保護期間を満了していることを証明する証拠があ
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る場合は除外される。

十二、刑法 条に定められた「発行」の認定及び関連問題について

「発行」には、総発行、卸売、小売、情報ネットワークを介した発信及び賃貸、展示販

売などの活動が含まれる。

他者の作品の不法出版や複制、発行で、著作権を侵害し犯罪となる場合は、著作権侵害

罪と判定して処罰を与える。不法経営罪などその他の犯罪として認定しない。

十三、情報ネットワークを介した権利侵害作品発信行為の罪の判定と処罰の基準につい

て

営利を目的とし、著作権者による許諾を得ずに、情報ネットワークを介し他者の文字作

品、音楽、映画、テレビ、美術、撮影、録画作品、録音録画製品、コンピュータソフト

ウェア及び他の作品を公衆向けに発信するもので、次に掲げる項目の何れかに該当する

場合、刑法 条に定められた「その他重大な情状」に該当する。

（一）不法経営額が 万元以上である場合。

（二）他者の作品を発信した数が合計ベースで 点（部）以上である場合。

（三）発信した他者の作品への実際のクリック数が 万回以上である場合。

（四）会員制で他者の作品を発信しており、登録会員が 人以上である場合。

（五）金額又は数量は（一）号から（四）号に定めた基準に達していないが、うちの二

つ以上の号の基準の半分以上にそれぞれ達した場合。

（六）その他重大な情状の場合。

前項に定めた行為を実施し、金額や数量は前項（一）号から（五）号に定めた基準の

倍以上に達した場合、刑法 条に定められた「その他極めて重大な情状」に該当する。

十四、知的財産権侵害行為の数回実施時の累計額の計算について

「最高人民法院、最高人民検察院による知的財産権侵害における刑事事件の処理につい

ての具体的な法律適用に関する若干問題の解釈」 条 項により、数回にわたり知的財産

権侵害行為を実施しており、行政処分又は刑事処罰を受けていない場合の不法経営額や

違法所得額又は売上額は、累計ベースで計算する。

年以内に、知的財産権侵害の違法行為を数回にわたって実施しており、行政処分を受け

ておらず、累計額で犯罪を構成した場合は、法に基づいて罪を判定して処罰を与えるも

のとする。知的財産権侵害行為の実施者に対する訴追期間は、刑法の関連規定を適用し、
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前述した 年の制限を受けない。

十五、他者による知的財産権侵害の犯罪実施に対する原材料や機械設備などの提供行為

の性質決定について

他者の知的財産権侵害の犯罪の実施を明らかに知りながら、権利侵害製品の生産や製造

のための主な原材料、副資材、半製品、パッケージ用材料、機械設備、ラベル標識、生

産技術、調合指図書などについて幇助するか、又はインターネット接続、サーバー預託、

ネットワーク上の保存スペース、通信伝送用チャンネル、集金代理、費用決済などのサ

ービスを提供している場合は、知的財産権侵害罪の共犯者として処罰を与える。

十六、知的財産権侵害における 個の行為が 個以上の罪名に触れる場合等の処理につい

て

行為者が知的財産権侵害罪を犯すと同時に、模倣品・粗悪品の生産・販売という犯罪を

構成している場合、知的財産権侵害の犯罪と模倣品・粗悪品の生産・販売の犯罪の中で

より重い処罰の規定に準拠して罪を判定し処罰を与える。

最高人民検察院、公安部

刑事事件の立件監督に関する問題についての規定（試行）

年 月 日試行

刑事事件の立件監督の強化と規範化、刑事調査権の行使の適正化が保障されるよう、「中

華人民共和国刑事訴訟法」等の関連規定に準拠し、実務に合わせた上で、本規定を制定

する。

第一条 刑事事件の立件監督として 、法に基づいた立件の確保、立件を怠ることや違法

な立件行為の防止と是正、犯罪行為の法に基づいた迅速な摘発、公民の合法的権利の保

護、国の法令の統一かつ的確な実施、社会の調和性、安定性の維持などが任務とされる。

第二条 刑事事件の立件監督では、監督と協働の統一化、人民検察院による法的監督と

公安機関による内部監督との融合化、担当事件の件数・品質・効率・効果の一致性、並

びに錯誤を必ず是正するとの原則を堅持するものとする。

第三条 公安機関は、受け付けた事件又は発見している犯罪行為の手掛かりを、迅速に

審査した上で、法令そして関連規定に準拠して、立件或いは不立件の旨の決定を下す。
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前述した 年の制限を受けない。

十五、他者による知的財産権侵害の犯罪実施に対する原材料や機械設備などの提供行為

の性質決定について

他者の知的財産権侵害の犯罪の実施を明らかに知りながら、権利侵害製品の生産や製造

のための主な原材料、副資材、半製品、パッケージ用材料、機械設備、ラベル標識、生

産技術、調合指図書などについて幇助するか、又はインターネット接続、サーバー預託、

ネットワーク上の保存スペース、通信伝送用チャンネル、集金代理、費用決済などのサ

ービスを提供している場合は、知的財産権侵害罪の共犯者として処罰を与える。

十六、知的財産権侵害における 個の行為が 個以上の罪名に触れる場合等の処理につい

て

行為者が知的財産権侵害罪を犯すと同時に、模倣品・粗悪品の生産・販売という犯罪を

構成している場合、知的財産権侵害の犯罪と模倣品・粗悪品の生産・販売の犯罪の中で

より重い処罰の規定に準拠して罪を判定し処罰を与える。

最高人民検察院、公安部

刑事事件の立件監督に関する問題についての規定（試行）

年 月 日試行

刑事事件の立件監督の強化と規範化、刑事調査権の行使の適正化が保障されるよう、「中

華人民共和国刑事訴訟法」等の関連規定に準拠し、実務に合わせた上で、本規定を制定

する。

第一条 刑事事件の立件監督として 、法に基づいた立件の確保、立件を怠ることや違法

な立件行為の防止と是正、犯罪行為の法に基づいた迅速な摘発、公民の合法的権利の保

護、国の法令の統一かつ的確な実施、社会の調和性、安定性の維持などが任務とされる。

第二条 刑事事件の立件監督では、監督と協働の統一化、人民検察院による法的監督と

公安機関による内部監督との融合化、担当事件の件数・品質・効率・効果の一致性、並

びに錯誤を必ず是正するとの原則を堅持するものとする。

第三条 公安機関は、受け付けた事件又は発見している犯罪行為の手掛かりを、迅速に

審査した上で、法令そして関連規定に準拠して、立件或いは不立件の旨の決定を下す。
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公安機関及び人民検察院では情報通達制度を確立し、刑事事件の発生、届け出、立件、

解決と刑事事件の立件監督、調査行動の監督、逮捕許可、起訴等状況の定期的な相互通

達を行い、重大事件はその都度通達することとする。条件が整った地方では、刑事事件

情報の共有プラットフォームを構築するものとする。

第四条 公安機関が立件、調査しなければならない告訴又は移送される 係争事件を立件、

調査しないことを、被害者及びその法定代理人、近親者又は行政法執行機関が人民検察

院に申し立てる場合、人民検察院はこれを受理し、審査するものとする。人民検察院は、

公安機関において、立件、調査しなければならない事件を立件、調査しない可能性が発

覚された場合には、法に基づいた審査を行うものとする。

第五条 公安機関が立件、調査しなければならないのに、立件、調査していない事件の

手掛かりについて、人民検察院は審査した上で、状況により別々に対処しなけれ

ばならない。

一 犯罪事実が生じていない、若しくは犯罪の情状等が明らかに軽微で、刑事責任を追

及するまでもない、或いはその他の法に基づき刑事責任が追及されない事情がある場合

は、苦情申立人又は行政法執行機関に迅速に回答する。

二 苦情が申し立てられた公安機関の管轄の範囲に該当しない場合には、管轄権を持つ

機関を苦情申立人又は行政法執行機関に告知した上で、当該機関への告訴又は移送をア

ドバイスするものとする。

三 公安機関において不立件の旨の決定がまだ下されていない場合には、公安機関に移

送して処理させる。

四 犯罪事実があり、刑事責任が追及されるものは 、苦情が申し立てられた公安機関の

管轄の範囲に該当し、かつ公安機関において不立件の旨の決定が既に下された場合には、

検察長から承認を得た上、公安機関に書面により不立件理由の 説明を求めるものとする。

第六条 人民検察院は、公安機関の立件決定を不服とする苦情申立について、立件元の

公安機関に移送して処理させることができる。

人民検察院で審査した結果、公安機関には法令に違反して刑事手段により民事・経済を

めぐる紛争に介入しているか、若しくは事件担当者が立件に当たって、復讐や陥れ、強

要、ゆすりそしてほかに不法な利益を図るなど、法令に違反した立件行為があった可能

性を証明する証拠があり、かつ刑事拘束等の強制措置或いは搜査、 差し押さえ、凍結等
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強制的な調査措置が講じられながら、まだ逮捕許可の要請が成されていない、若しくは

送検・起訴にされていないものは、検察長から承認を得た上、公安機関に書面により立

件理由書面の説明を求めるものとする。

第七条 人民検察院が、公安機関に不立件、又は立件の理由の説明を求める際は、不立

件理由説明要請通知書」或いは「立件理由説明要請通知書」を作成し、迅速に公安機関

まで送達しなければならない。

公安機関は、「不立件理由説明要請通知書 」或いは「立件理由説明要請通知書 」を受け

取った後七日以内に、不立件又は立件とした事情、根拠、理由が客観的に反映される理

由説明書を作成し、関連の証拠資料のコピーとともに人民検察院に回答しなければなら

ない。公安機関が自発的に立件する、或いは事件を取り消す場合には、「立件決定書」又

は「事件取消決定書」のコピーを人民 検察院まで迅速に送達しなければならない。

第八条 人民検察院で調査、確認した結果により公安機関での不立件或いは立件とした

理由が成立しないとされたものは、検察長或いは検察委員会による決定を受けて、公安

機関に立件又は事件の取消の旨を通達しなければならない。 調査、確認に当たって、人

民検察院では事件担当者、関連する当事者に事情を聞いたり、公安機関での刑事事件の

受付、立件、解決等に関する登記表・台帳並びに立件、不立件、事件取消、治安処罰、

労働教養等関連する法的文書及び事件に関する資料を閲覧、コピーすることができる。

公安機関はこれに協力しなければならない。

第九条 人民検察院が、公安機関に立件又は事件取消の旨を通達する際に、根拠と理由

が記述される「立件通知書」又は「事件取消通知書」を作成し、証拠資料とともに公安

機関まで移送しなければならない。

公安機関では、「立件通知書」を受け取った後十五日以内に立件を決定し、「事件取消通

知書」について異議がない場合には、直ちに事件を取り消すとともに、「立件決定書」又

は「事件取消決定書」のコピーを人民検察院まで迅速に送達しなければならない。

第十条 人民検察院による事件取消通知に誤りがあることを認めた公安機関は、五日間

までに、県級以上の公安機関の責任者による承認を受けた上、同級の人民検察院に複議

を要請する。人民検察院は再審査し、「複議要請意見書」及び文書事件に関する資料を受

け取った後七日間までに、変更するかどうかを決定して、公安機関に通達するものとす

る。 公安機関が人民検察院による複議決定を受け入れない場合には、五日間までに、県
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強制的な調査措置が講じられながら、まだ逮捕許可の要請が成されていない、若しくは

送検・起訴にされていないものは、検察長から承認を得た上、公安機関に書面により立

件理由書面の説明を求めるものとする。

第七条 人民検察院が、公安機関に不立件、又は立件の理由の説明を求める際は、不立

件理由説明要請通知書」或いは「立件理由説明要請通知書」を作成し、迅速に公安機関

まで送達しなければならない。

公安機関は、「不立件理由説明要請通知書 」或いは「立件理由説明要請通知書 」を受け

取った後七日以内に、不立件又は立件とした事情、根拠、理由が客観的に反映される理

由説明書を作成し、関連の証拠資料のコピーとともに人民検察院に回答しなければなら

ない。公安機関が自発的に立件する、或いは事件を取り消す場合には、「立件決定書」又

は「事件取消決定書」のコピーを人民 検察院まで迅速に送達しなければならない。

第八条 人民検察院で調査、確認した結果により公安機関での不立件或いは立件とした

理由が成立しないとされたものは、検察長或いは検察委員会による決定を受けて、公安

機関に立件又は事件の取消の旨を通達しなければならない。 調査、確認に当たって、人

民検察院では事件担当者、関連する当事者に事情を聞いたり、公安機関での刑事事件の

受付、立件、解決等に関する登記表・台帳並びに立件、不立件、事件取消、治安処罰、

労働教養等関連する法的文書及び事件に関する資料を閲覧、コピーすることができる。

公安機関はこれに協力しなければならない。

第九条 人民検察院が、公安機関に立件又は事件取消の旨を通達する際に、根拠と理由

が記述される「立件通知書」又は「事件取消通知書」を作成し、証拠資料とともに公安

機関まで移送しなければならない。

公安機関では、「立件通知書」を受け取った後十五日以内に立件を決定し、「事件取消通

知書」について異議がない場合には、直ちに事件を取り消すとともに、「立件決定書」又

は「事件取消決定書」のコピーを人民検察院まで迅速に送達しなければならない。

第十条 人民検察院による事件取消通知に誤りがあることを認めた公安機関は、五日間

までに、県級以上の公安機関の責任者による承認を受けた上、同級の人民検察院に複議

を要請する。人民検察院は再審査し、「複議要請意見書」及び文書事件に関する資料を受

け取った後七日間までに、変更するかどうかを決定して、公安機関に通達するものとす

る。 公安機関が人民検察院による複議決定を受け入れない場合には、五日間までに、県
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級以上の公安機関の責任者による承認を受けた上、一級上の人民検察院に報告して再審

を要請する。上級人民検察院は、「再審要請意見書」及び文書資料を受け取った後十五日

間までに、変更するかどうかを決定した上で、下級人民検察院及び公安機関に通達し、

執行してもらうものとする。

上級人民検察院で再審した結果、事件取消通知に誤りがあるものと認めた場合には、

下級人民検察院は直ちにこれを是正するものとし、上級人民検察院で再審した結果、事

件取消通知が適正なものであると認めた場合には、下級公安機関は直ちに事件を取り消

すとともに、「事件取消決定書」のコピーを同級人民検察院まで迅速に送達しなければな

らない。

第十一条 公安機関は、人民検察院が立件監督した事件を迅速に調査しなければならな

い。犯罪容疑者が逃亡している場合には、追跡して逮捕するよう強化しなければならな

い。逮捕の要件に合致している 場合には、人民検察院に逮捕許可を迅速に要請するもの

とする。調査が完了し、刑事責任が追及される必要のあるものは、人民検察院に迅速に

送検し、起訴しなければならない。

監督を受けた立件後三ヶ月間までに調査が完了しない場合に、人民検察院は「立件監督

対象事件対処催促書」を発出することができる。公安機関は調査の進捗について迅速に

人民検察院へフィードバックしなければならない。

第十二条 立件監督に当たって、人民検察院が私利追求や不正加担など、法令違反・紀

律違反である行為に係わっている調査担当者を発見した場合、関連部門に移送して処理

させる。職務犯罪が絡まれている場合には、法に基づき立件して調査しなければならな

い。

第十三条 公安機関が、逮捕許可の要請や送検・起訴の際、人民検察院による刑事事件

の立件監督についての法律文書及びそれに関する資料を事件とともに移送する。人民検

察院は逮捕審査や起訴審査の実施に当たっては、これを刑事事件の立件監督情報として

迅速に入力しなければならない。

第十四条 本規定は 年 月 日より試行する。
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最高人民検察院、公安部

公安機関の管轄する刑事案件の 立件訴追基準に関する規定（抜粋）

年 月 日

第六十九条 「登録商標冒用罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」登録商標権者の許諾を

得ずに、同一種類の商品にその登録商標と同一の商標を使用し、次の各号の何れかに該

当する場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） 不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額が 万元以上である場合。

（二）２種類以上の登録商標を冒用し、不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額が２

万元以上である場合。

（三）その他、情状が重い場合。

第七十条 「登録商標模倣品販売罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」他人の登録商標を

虚偽表示した商品であることを明らかに知りながら販売し、次の各号の何れかに該当す

る場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） 販売金額が 万元以上である場合。

（二） まだ販売されていないが、商品の価値額が 万元以上である場合。

（三） 販売金額が 万元以下であるが、販売金額とまだ販売されていない商品の価値額

を合わせて 万元以上である場合 。

第七十一条 「登録商標標識の不法製造、不法販売罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」

他人の登録商標の標識を偽造、無断製造又は偽造、無断製造した登録商標の標識を販売

し、次の各号の何れかに該当する場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） ２万点以上の他人の登録商標標識を偽造、無断製造若しくは偽造、無断製造した

登録商標標識を販売し、又は不法経営金額が 万元以上、又は違法所得金額が 万元以上

である場合。

（二） ２種類以上の他人の登録商標標識を１万点以上偽造、無断製造若しくは偽造、無

断製造した登録商標標識を販売し、又は不法経営金額が 万元以上、又は違法所得金額が

万元以上である場合。

（三） その他、情状が重い場合。

第七十二条 「専利詐称罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」他人の専利を詐称し、次の

各号の何れかに該当する場合は、立件して訴追しなければならない。
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最高人民検察院、公安部

公安機関の管轄する刑事案件の 立件訴追基準に関する規定（抜粋）

年 月 日

第六十九条 「登録商標冒用罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」登録商標権者の許諾を

得ずに、同一種類の商品にその登録商標と同一の商標を使用し、次の各号の何れかに該

当する場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） 不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額が 万元以上である場合。

（二）２種類以上の登録商標を冒用し、不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額が２

万元以上である場合。

（三）その他、情状が重い場合。

第七十条 「登録商標模倣品販売罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」他人の登録商標を

虚偽表示した商品であることを明らかに知りながら販売し、次の各号の何れかに該当す

る場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） 販売金額が 万元以上である場合。

（二） まだ販売されていないが、商品の価値額が 万元以上である場合。

（三） 販売金額が 万元以下であるが、販売金額とまだ販売されていない商品の価値額

を合わせて 万元以上である場合 。

第七十一条 「登録商標標識の不法製造、不法販売罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」

他人の登録商標の標識を偽造、無断製造又は偽造、無断製造した登録商標の標識を販売

し、次の各号の何れかに該当する場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） ２万点以上の他人の登録商標標識を偽造、無断製造若しくは偽造、無断製造した

登録商標標識を販売し、又は不法経営金額が 万元以上、又は違法所得金額が 万元以上

である場合。

（二） ２種類以上の他人の登録商標標識を１万点以上偽造、無断製造若しくは偽造、無

断製造した登録商標標識を販売し、又は不法経営金額が 万元以上、又は違法所得金額が

万元以上である場合。

（三） その他、情状が重い場合。

第七十二条 「専利詐称罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」他人の専利を詐称し、次の

各号の何れかに該当する場合は、立件して訴追しなければならない。
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（一） 不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額が 万元以上である場合。

（二） 専利権利人の直接経済損失額が 万元以上である場合。

（三） ２種類以上の他人の専利を詐称し、不法経営金額が 万元以上又は違法所得金額

が 万元以上である場合。

（四） その他、情状が重い場合。

第七十三条 「営業秘密侵害罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」他人の営業秘密を侵害

し、次の各号の何れかに該当する場合、立件して訴追しなければならない。

（一） 営業秘密権者の損失金額が 万元以上である場合。

（二） 営業秘密侵害による違法所得金額が 万元以上である場合。

（三） 権利侵害が原因で営業秘密権者が破産に至った場合。

（四） その他、営業秘密権者に重大な損失を与えた場合。

第七十四条 「他人の商業的信用・名誉又は商品の名声・名誉を損なう特定商品名誉毀損

罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」虚偽の事実を捏造し、かつ流布し、他人の商業的信

用・名誉又は商標の名声・名誉を損ない、次の各号の何れかに該当する場合は、立件し

て訴追しなければならない。

（一） 他人の直接経済損失額が 万元以上である場合。

（二） 上記の金額基準を満たしていなくても、次の各号の何れかに該当する場合は、立

件し訴追しなければならない。

１．インターネット又はその他のメディアを利用して他人の商業的信用・名誉又は商品

の名声・名誉を損なう場合

２．会社、企業などの単位に６ヵ月以上の生産・経営の停止をさせ、又は破産させた場

合

（三） 他人に重大な損失を与え、又はその他の重い情状がある場合

第七十五条 「虚偽宣伝罪（刑法 条）」広告主、広告業者、広告発行者が国家規定に

違反し、広告を利用して商品又はサービスにおける虚偽宣伝を行い、次の各号の何れか

に該当する場合は、立件して訴追しなければならない。

（一） 違法所得金額が 万元以上である場合。

（二） 一人の消費者の直接経済損失額が 万元以上、又は複数の消費者の直接経済損失

額を累計で合計 万元以上である場合。
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（三） 突発事件を予防、抑止する名目を悪用し、広告を利用して虚偽宣伝を行い、複数

人が被害を受けることにより、違法所得金額が 万元以上である場合。

（四） 上記の金額基準を満たしていないが、 年以内に広告を利用して虚偽宣伝を行う

ことにより、回以上の行政処罰を受けた後、再度広告を利用し、虚偽宣伝を行った場合。

（五） 被害者に人身傷害をもたらした場合。

（六） その他、情状が重い場合 。

第七十九条 「不法経営罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」国家の規定に違反し、不法

な経営活動を行い、市場の秩序を攪乱し、次の各号の何れかに該当する場合は、立件し

て訴追しなければならない。

（五）社会秩序に深刻な危害を与え、市場の秩序を攪乱する不法出版物を出版、印刷、

複製、発行し、次の各号の何れかに該当する場合。

．個人の不法経営金額が 万元以上、単位の不法経営金額が 万元以上である場合。

．個人の違法所得金額が 万元以上、単位の違法所得金額が 万元以上である場合。

．個人が新聞 ， 部以上又は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像

製品、電子出版物 枚以上の事業活動を不法に行い、単位が新聞 ， 部以上又は定

期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像製品、電子出版物 ， 枚以上の

事業活動を不法に行った場合。

．上記の金額基準を満たしていないが、次の各号の何れかに該当する場合。

（１） 年以内に不法出版物を出版、印刷、複製、発行し、 回以上の行政処罰を受けた

後再度不法出版物を出版、印刷、複製、発行した場合。

（２）不法出版物を出版、印刷、複製、発行することにより、社会に悪影響又はその他

深刻な結果を招いた場合。

（六）出版物の出版、印刷、複製、発行業務に不法で従事し、市場の秩序を厳重に攪乱

し、次の各号の何れかに該当する場合。

．個人の不法経営金額が 万元以上、単位の不法経営金額が 万元以上である場合。

．個人の違法所得金額が 万元以上、単位の違法所得金額が 万元以上である場合。

．個人が新聞 ， 部以上又は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音

像製品、電子出版物 ， 枚以上の事業活動を不法に行い、単位が新聞 ， 部以上又

は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像製品、電子出版物 ， 枚
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（三） 突発事件を予防、抑止する名目を悪用し、広告を利用して虚偽宣伝を行い、複数

人が被害を受けることにより、違法所得金額が 万元以上である場合。

（四） 上記の金額基準を満たしていないが、 年以内に広告を利用して虚偽宣伝を行う

ことにより、回以上の行政処罰を受けた後、再度広告を利用し、虚偽宣伝を行った場合。

（五） 被害者に人身傷害をもたらした場合。

（六） その他、情状が重い場合 。

第七十九条 「不法経営罪の嫌疑に係る案件（刑法 条）」国家の規定に違反し、不法

な経営活動を行い、市場の秩序を攪乱し、次の各号の何れかに該当する場合は、立件し

て訴追しなければならない。

（五）社会秩序に深刻な危害を与え、市場の秩序を攪乱する不法出版物を出版、印刷、

複製、発行し、次の各号の何れかに該当する場合。

．個人の不法経営金額が 万元以上、単位の不法経営金額が 万元以上である場合。

．個人の違法所得金額が 万元以上、単位の違法所得金額が 万元以上である場合。

．個人が新聞 ， 部以上又は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像

製品、電子出版物 枚以上の事業活動を不法に行い、単位が新聞 ， 部以上又は定

期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像製品、電子出版物 ， 枚以上の

事業活動を不法に行った場合。

．上記の金額基準を満たしていないが、次の各号の何れかに該当する場合。

（１） 年以内に不法出版物を出版、印刷、複製、発行し、 回以上の行政処罰を受けた

後再度不法出版物を出版、印刷、複製、発行した場合。

（２）不法出版物を出版、印刷、複製、発行することにより、社会に悪影響又はその他

深刻な結果を招いた場合。

（六）出版物の出版、印刷、複製、発行業務に不法で従事し、市場の秩序を厳重に攪乱

し、次の各号の何れかに該当する場合。

．個人の不法経営金額が 万元以上、単位の不法経営金額が 万元以上である場合。

．個人の違法所得金額が 万元以上、単位の違法所得金額が 万元以上である場合。

．個人が新聞 ， 部以上又は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音

像製品、電子出版物 ， 枚以上の事業活動を不法に行い、単位が新聞 ， 部以上又

は定期刊行物 ， 冊以上又は図書 ， 冊以上又は音像製品、電子出版物 ， 枚
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以上の事業活動を不法で行った場合。

４．上記の金額基準を満たしていないが、 年以内に出版物の出版、印刷、複製、発行業

務に不法で従事したことにより 回以上の行政処罰を受けた後、再度出版物の出版、印刷、

複製、発行業務に不法で従事した場合。

最高人民法院

商標の権利付与権利確定に係る行政訴訟の若干問題に関する意見

年 月 日

年 月 日より「全国人民代表大会常務委員会による「中華人民共和国

商標法」を改正する旨の決定」が施行されて以来、人民法院は、利害関係者が

国家工商行政管理総局商標審判委員会による拒絶不服審判、異議再審審判、係

争審判及び不使用取消再審審判などの具体的な行政行為に対して提訴すると

いう商標の権利付与・権利確定に係る行政訴訟を法により受理・審理し、関係

法律の適用を積極的に探求した上、多くの裁判経験を積み重ねてきた。商標の

権利付与 権利確定に係る行政訴訟をより効果的に審理し、裁判経験をさらに

まとめ、審理基準を明確にして統一化するために、最高人民法院は前後してシ

ンポジウムを数回開催し、特定テーマの調査 研究を数回行うことにより、関

係人民法院、部門及び専門家や学者の意見を広く聴取したうえ、商標の権利付

与権利確定に係る行政訴訟における法律の適用を研究してまとめた。それに基

づいて、「中華人民共和国商標法」、「中華人民共和国行政訴訟法」などの法

律や規定により、裁判のプラクティスを参照して、このような行政訴訟の審理

について下記の意見を出している。

人民法院は、商標の権利付与権利確定に係る行政訴訟を審理するとき、大量

に使用されていない係争商標について、商標や商品の類似性などの権利付与権

利確定の条件を審査判断し、先行の商業標章との抵触問題を処理する場合、商

標の権利付与権利確定を法により適当に厳しく把握し、消費者と同業経営者の

利益を十分に考慮した上、不正の先取り出願行為を効果的に抑制し、他人が持

っている高い知名度及び強い顕著性のある先行商標、企業名称などの商業標章
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